
資料１

戸田市の教育における

EBPM（EIPP）の推進について



AIでは代替できない能力の育成と、AIを活用できる能力

21世紀型スキル、汎用的スキル、非認知的（社会情緒的）スキルを育成

産官学と連携した知のリソースの活用。それも、ファーストペンギンを目指すことで、

安価で効率的に、最先端の質の高い教育が提供されるはず

教育のEBPMの重要性の認識（量的と質的エビデンス）

→ episode-based から evidence-based へ

→ evidence-based から evidence-informed へ

→ EBPMからEIPP（Evidence Informed Policy and Practice）へ

●教育の現場は科学的であるべき science based へ

●優れた教師の経験や勘、匠の指導技術を、言語化・可視化・定量化するなど、暗黙知を共

有化したり形式知へ転換したりして、若手に効率的・効果的に伝承していくべき。そのた

めに教育データを積極的に利活用していくべきである 1

戸田市の教育改革のコンセプト



教育を科学する当面の方向性

１

３

２

授業を
科学する

生徒指導を
科学する

学級・学校経
営を科学する

現状・課題 当面の方向性

 様々な生徒指導上の課題は早期発
見・早期対応が不可欠であるが、教
師や保護者などの気付きや観察だけ
では限界がある

 不登校が子供達の学力面・情意面に
どのような影響を及ぼしているか、客観
的に把握する必要

 教育総合データベースにより、子供達の不登校
等のSOSの早期発見・対応を試行することで、
積極的な生徒指導を補強

 専門家による不登校対策ラボラトリー「ぱれっと
ラボ」において、本市の不登校対策・支援に関
する調査・研究・評価を実施

 教師の経験と勘と気合い（3K）のみ
による教育から脱却し、客観的な根
拠に基づく教育に転換する必要

 子供たちが主体的に自らの考えを外
化したり、学びのプロセスを共有したり
する中で、子供も教師もリフレクション
が深まる気付きを多く得ることが必要

 引き続き、アクティブ・ラーニング（AL）指導用
ルーブリック・戸田市版SAMRモデルの活用と児
童の変容の見取りによる、主体的・対話的で深
い学びの実現に向けたデータ駆動型の授業
研究を推進

 全ての教師の指導改善に繋げられるよう、多角
的な視点からの匠の技の可視化やAL指導用
ルーブリックの更なる改善について取り組む

 子供の社会経済的背景等の困難を考
慮した学級・学校単位での学力等の伸
び、学校の理解度や信頼度などを可視
化・定量化する必要

 教師にとってのAL指導用ルーブリックのよ
うな、学校管理職にとって学校経営を自
己・他者評価するような視点が必要

 教育総合データベースの「学校カルテ」
機能や学校訪問におけるデータの利活用
等を通じて、学級・学校経営を科学する
取組を推進

 アセスメント・ファシリテーション能力
を含めた学校経営の視点を示したルーブ
リックの作成について検討 2



戸 田 市 S E E P プ ロ ジ ェ ク ト
～産官学と連携した教育改革の重点～

SEEPとは、Subject、EdTech、EBPM、PBL、の4文字のアクロニムであり、

「浸透する」の意味 薫 習

ubject
（教科教育 )

子供たちにこれからの時代を生き抜くために必要な
資質・能力を身に付けさせるために、教科の本質を捉
えた授業改善を目指す。

BPM
（Evidence-Based Policy Making)

教育政策シンクタンクを中心に教育の定量的データ
及び定性的データの分析を行い、「経験と勘と気合」
から脱却したエビデンスに基づく政策立案を行う。

dTech
（Education × Technology)

「指導と管理」のPCから「学びと愛用」のPCとした
ICTのマストアイテム化をはじめ、教育とテクノロ
ジーの融合による新たな学びを推進する。

BL 
（Project-Based Learning)

社会に開かれた「誰かの何かの課題」を解決する
活動を通して、子供たちの未来を切り開く探究者と
しての資質・能力の育成を目指す。 3



○警察の犯罪捜査では、従来は捜査員の経験に基づく職人的な勘を
駆使して犯人を推定・浮上させ特定してきたが、近年は、より効
率的で合理的な捜査等を推進するため、捜査員の経験則や勘だけ
でなく、物理・化学・医学・生物学など科学的見地に基づく検証
や捜査手法が行われている

○医師（教師）が血液検査等（多面的な学びの過程や結果）を客観
的データの一つとして参考にし、専門的な診察（指導）が行える
仕組みづくりが必要

○とは言っても、教育におけるデータは、それが成果のある一部の
みを定量化しているに過ぎないので、専門家である教師は、あく
までも参考値として解釈し指導を行うことが大切

○教育の最前線は教室の授業である。教師の職務は専門性が高いか
らこそ、改善策は、日々の授業実践の中に、また、教師同士の密
な議論（ピアレビュー）の中に存在する

エビデンスに基づく教育施策の推進 ～ 当初の問題意識 ～
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データ利活用についての思い

○「経営者たる機長に、刻々と変わる機体の高度、速度、姿勢、方向を正確かつ即時に示す
ことができなくてはならない。そのような計器盤がなければ、今どこを飛んでいるかわか
らないわけだから、まともな操縦などできるはずがない。」稲盛和夫

○データは「21世紀の石油」や「21世紀はデータの世紀」とも言われ、その利活用が国の
あり方と発展に大きな影響を与え、より豊かな社会の実現や新たなイノベーションを生み
出す可能性がある。ただし、データを多く集めること自体には必ずしも価値はない。デー
タを囲い込んだりスコープと組合せを限定してしまうと、その利活用は止まってしまう。
データを流通させ、多様な主体に様 な々角度で分析してもらい利活用するかという、デー
タの戦略的オープン構造への意識改革がカギとなる。

○教育データの利活用により、学力、いじめや不登校、発達障害、特別支援など様 な々教育
問題解決の一助となる可能性がある。しかし、現状はともすると、冷たい、評価の材料に
使われる、情報漏洩が心配、など不安感や抵抗感の声も少なくない。教育のデジタル化の
ミッションである「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」
というミッションの実現に向けたユースケースを創出していきたい。

○ICTの利活用によって学習履歴を取るなど従来の評価が変わる。データの可視化によって
より深い評価が可能になってくる。注意点として「取れるデータが豊かになっても、その
データの向こうにどういう認知過程があるのか、評価に関わる人の間で丁寧な検討と共通
認識を作っていく必要がある。
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特別支援教育の実践に係る共同研究
（(株) LITALICO）

ICTソフトを活用したR-PDCAモデル
（(株) ベネッセ）

学級風土の非認知的（社会情緒的）
能力への影響の研究（筑波大学）

非認知的（社会情緒的）能力と学力、
SES等との関係（東京大学、慶應義
塾大学等）

戸田市におけるEBPM (EIPP) の推進
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PDCAサイクルの確立

戸田市におけるEBPM（EIPP）の考え方

① PDCAサイクルの確立

② 授業改善に係る知見の一般化・規準化

③ 教育改革の新たな視点の発見

３つの目的別アプローチ

目的…「経験と勘と気合い」(3K)による教育実践や施策立案から脱却し、
エビデンスに基づく効果的・効率的な教育改革を推進すること

(1)実態把握：調査結果等のデータを活用することで課題や実態を
把握・分析し、PDCAサイクルにつなげる（→①）

(2)理論的一般化：実際の教育実践の事例を研究することで、優れ
た指導法等に関する知見の積み上げ（→②）や教育改革への新
たな視点の発見（→③）につなげる

※横軸に研究の目的に関するアプローチ（実態把握と理論的一般化）、縦軸に手法に関するアプローチ
（質的研究と量的研究）をとり、現行の取組を配置

質的研究

量的研究
統計データの分析による相関関係
の発見等の統計的・実証的な研究

実践事例やアンケート、インタ
ビューの分析等の定性的な研究

全体方針
…量的研究と質的研
究の双方を重視し、
目的に合わせ相互補
完的に活用する

相互補完

※「量的研究」と「質的研究」は戸田市における造語で、実証研究と非実証研究にほぼ該当するイメージである。

教育委員会、学校、教師の３者それぞれについて、各種調査等に基づく
フィードバックを行い、取組の成果や現状の立ち位置を把握することに
よって、課題発見と取組の改善につなげるPCDAサイクルを構築する。

授業改善等のための重要なポイントを一般化・規準化する。（言い換え
れば、ベテラン教師の経験や優れた勘、匠の技（指導技術）などを可視
化・言語化・定理化する。）これによる規準を教員の日常的な授業改善の
参考にしたり、授業の自己・他者評価のツールとして活用したりすること
で、知見を見える化し、学校や世代を超えて積み上げる。

教育委員会レベル 各施策について成果指標を定め、市全体に関する
データをもとに、教育施策の改善に役立てる。

学校レベル 各種調査の学校ごとのデータを学校にフィードバッ
クし、学級経営や学校運営、学力向上策に役立てる。

教師レベル 埼玉県学力調査等によるクラス全体の伸びを教師に
フィードバックし、日々の授業改善に役立てる。

非認知能力の学力への影響、アクティブ・ラーニングの有用性、リー
ディング・スキルへの課題発見など、様々な共同研究の成果やそのプロセ
スにおいて発見された、今後の教育改革に対する新たな気づきをさらに掘
り下げて、新たな研究材料とする。

（取組例）
○リーディング・スキルの視点からの授業改善…国立情報学研究所等のリー

ディング・スキル・テストによる子供の読解力への課題発見を契機に、当該
テストの視点を取り入れた授業改善の手法を各学校での実践に基づき研究。

○特別支援の視点からの授業改善…企業と連携し、ユニバーサルデザインに基

づく学級経営とその成果検証を行うことによって今後の全体の授業改善に役
立てる。

（取組例）
○「AL指導用ルーブリック」…アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善のた

め、６つの授業に対する延べ100人以上による評価表をベースに重点事項をまとめ
た指導用ルーブリックを本市独自に作成。これを研究授業や校内研修において活用。

○グッドプラクティスの共有…県の学力調査のデータから、特に学力を伸ばしてい

る教師を複数選出し、授業での心がけ等について聞き取り、ポイントを整理・共有。

非
認
知
（
社
会
情
緒
的
）
能

力
デ
ー
タ
の
学
級
・
学
校
運

営
へ
の
活
用

（
Ｉ
Ｇ
Ｓ
）
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認定NPO法人カタリバ代表理事・今村久美氏（不登校支援）

堺みくに法律事務所・小美野達之弁護士（ｽｸｰﾙｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ）

渥美坂井法律事務所・三部裕幸弁護士（個人情報保護）

日本大学・末冨芳教授（教育行政学、教育財政学）

東京大学・田中隆一教授（経済学）

上智大学・田村恭久教授（教育工学）

慶應義塾大学・中室牧子教授（教育経済学）

イエール大学・成田悠輔助教授（経済学・機械学習・人工知能）

聖心女子大学・益川弘如教授（学習科学）

アドバイザリーボード

市役所内他部局

（健康福祉部、こども健やか部）

他自治体

大学

企業等

関係機関

学校

学校

学校

県教委

EBPM
推進担当
チーム

（教育行政プロ
採用職員等）

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

教育委員会
ロイヤー

教
育
政
策
シ
ン
ク
タ
ン
ク

各施策

戸田市
教育委員会

文科省・
国研

大学・
研究機関

企業・
ＮＰＯ

市役所
他部局

他自治体

子供たちが誰一人取り残されず、一人一人が２１世紀を主体的に生き抜く力を
身につけるため、教室を科学することを通じ、優れた教師の匠の技の言語化・
可視化・定量化や個別最適な学びの実現、EBPM（EIPP）の推進に取り組む。

7※５０音順で掲載

戸田市教育政策シンクタンク



学習方略と

教員の指導の

相関関係の分析

教 職 員

質 問 紙

調 査

県学力・

学習状況

調査

楽しく、わかり、のばす授業の充実のために

慶 應 義 塾 大 学 教 授

中 室 牧 子 先 生

成果と課題
の把握

授業改善
補充学習

新たな教育計画の策定及び実施

一人一人の学力
の伸びを把握

どのような「指導方法が」
成果を上げたのか

エビデンスに基づく教育施策の推進
埼玉県学力・学習状況調査（IRT）等と教員質問紙調査等の
分析結果の活用（慶應大学との連携）
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リーディングスキルの育成・研究について

国
語

算
数
・
数
学

は、今後の学習でのつまずきが心配される児童生徒
は、ＲＳの能力値が高い生徒は中３後期（入試時期）

の一般的なテストの伸びも高い。
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10戸田市教育委員会HPよりダウンロード可



アクテイブ・ラーニング指導用ルーブリックの活用状況

授業者による自己評価

指導主事からフィードバック

＜学校訪問時＞

授業者による再自己評価

小学校 中学校 小・中学校

指導計画に基づき、適切な目標（資質・能力の三つ

の柱に基づき「何ができるようになるか」）が設定できた

か。
87 77 82

本時の目標が達成できているか評価できるような評価

規準を設定できたか。 78 74 76

子供の学習意欲を高められるような導入場面を設定す

ることができたか。（学習問題や課題の工夫、提示方

法の工夫など）
85 86 86

本時の課題を児童生徒へ正しく伝えることができたか。 88 76 82

自分の考えを表現することができるように、（主につまず

いている児童生徒への）支援方法を準備し、実行す

ることができたか。
76 85 81

児童生徒が自分の考えを表現することができるように、

適切な時間や場の設定・ワークシート等の準備ができ

たか。
79 80 80

学習活動が、目標の達成につながっていた。 83 85 84

児童生徒の考えを広げ深められるような、学習形態

（個人、ペア、グループ、全体）を設定できたか。 81 83 82

児童生徒の考えを広げ深められるよう、教具（タブレッ

トＰＣ・ワークシート・具体物等）を工夫し用いてい

た。
90 77 84

児童生徒の考えを可視化（板書・ICT等を使ってしめ

すこと）できたか。 83 77 80

児童生徒が本時に働かせるべき「見方・考え方」は、明

確であった。 77 81 79

児童生徒に「見方・考え方」を働かせることができるよう

な、学習活動を設定することができたか。 77 76 77

児童生徒が働かせていた「見方・考え方」を可視化す

る（板書・口頭等）ことができたか。 73 76 75

評価規準・評価計画に基づき、本時の児童生徒の学

習状況を捉え、個々・グループ等へ支援する（キャッチ

＆レスポンス）ことができたか。
73 71 72

評価するための方法や場面を設定することができたか。 70 64 67

児童生徒が本時の学習を振り返ることができるような場

面が設定できたか。 71 77 74

令和4年度学校訪問後の自己評価において、「できた」「まあできた」と回答した教師の割合（％）

【目指すべき目標・評価規準の設定等】
子供が目標を理解し、課題に興味をもって取り

組んでいたか。

【主に主体的な学びの視点】
子供が自分の考えを表現することができていた

か。

【主に対話的な学びの視点】
子供が友達の発言を受け止め、自分の意見と比

べていたか。

【深い学びの視点】
子供が思考・判断・表現する活動を通して「見

方・考え方」を働かせていたか。

【学びの評価・振り返り】
子供が「分かったこと」「やったこと」や「できたこと」

など、学びの成果や課題を実感していたか。

1

2

3

4

5

小学校において、タブレット
の活用を前提とした授業がデ
ザインされ、子供たちも適切
に活用する場面が多く見られ
た。

視点１の「目指すべき目標」
とともに、授業の根幹と捉え
るものである。
指導の改善や学習意欲の向上
を図るためにも、今後重点的
な指導・支援が必要である。

11
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教員質問紙調査結果と授業実践との関連性考察

 本市が独自に毎年行っている教員質問紙調査では、1年間の自分の授業を
振り返って、アクティブ・ラーニング指導用ルーブリックの項目について、
どの程度実践したかを5件法で回答。

回答を分析したところ、「目標設定」「学習評価」「見方・考え方支援」「習得支
援」「学習の場づくり」の５つの因子に分類できた。「学習の場づくり」には国語や
算数の学力と正の相関が見られたため、その項目に着目して、中程度の教師と高い
教師の算数の授業実践について、発話分析を行った。

発話をカウントし、
発言者や内容で分類。
時系列の推移を見た。

子供との
交互の発話が
見られた。

説明が多く、
子供の発話が

あまり見られなかった。



現状と課題

匠の技の可視化について

優れた教職員の技術を可視化、定量化し、調査・分析・研究

解決の方向性

減らぬ業務量により困難な研修時間の確保

若手の大量採用 ベテランの大量退職

匠の技 ＝ 優れた教師の指導技術
経験や感覚に基づく属人的なスキル

経験・勘・気合からの脱却を目指し

他の教職員へ効果的な伝承 こどもたちの学びの質の向上

伝承や普及が困難に・・・

13



匠の技の可視化に係るこれまでの実証研究

令和３年度 令和４年度

 対面の話し合いをたまご型レコーダー（ハイラブル社）で録音し、
客観的なデータを基に話し合いを可視化。

 教師のどのような声かけや発問が児童生徒の学びに影響を与えて
いるのかについて検証。

市内５校 市内２校 令和５年度 市内２校

「令和４年度戸田市教育研究集録」より 14



目標額：約300万円R5.10月～
R6.3月

未来の学びの実現に向けてクラウドファンディングを
実施

R6.7月～

R7. 4月～

以下の観点から、授業中における”こどもたちの発話”
と”教師の指導”との関係をより深く詳細に分析

成果まとめ
子どもの学びに影響を与える優れた教師の”技”を解明

データ収集等に係る機材調達費

データ分析等に係る経費など

例）児童生徒の発話量が多いほど（発話時間が長いほど）、学力や非認知

的（社会情緒的）スキルによい影響があるのではないか。

例）児童生徒の話合いが活発化した場合、教師の声かけ等がきっかけとなっ

ている場合があるのではないか。

例）児童生徒の話合いの活発さは、教師の学級経営の在り方を示す県学調の

質問紙項目との相関関係が見られるのではないか。

①発話量（発話時間）と学びとの関係の分析

②児童生徒の話合いと教師の指導との関係の分析

可視化・定量化 データ分析 考察

匠の技の可視化の更なる推進に向けて

https://www.furusato-tax.jp/gcf/2634

クラウドファ
ンディング実
施中！御寄
附はこちら
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「授業がわかる調査」（授業に対する感じ方）を分析

学年や教科によって授業に対する感じ方の傾向が異なるため、
その傾向に応じて授業改善を進める必要がある。

戸田市では平成16年度から「授業がわかりますか」「授業が楽しいですか」という子供に対するアンケート
調査を行っており、授業改善に活用。令和3年度は戸田市における各学年、各教科の傾向を分析した。

全体的に「わかる」よりも

「楽しい」の方が、

学級による違いが大きい。

（特に小学校）

主な結果①

「わかる」と「楽しい」の

関係性は、高校受検が

近づくと弱くなる傾向。

（特に国語・社会・数学）

主な結果②

理解することも大事だが

子供達が何を楽しいと

感じるかに留意しつつ、

教科の本質的な楽しさを

いかに伝えられるかに

腐心すべき。

考察

わかるけど楽しくないと

感じる子供が多くなる。

子供が主体となり、

学習内容を探究したり

アウトプットしたりする

ことが重要。

考察

分散指標は分散の値に10を乗じたもの。
数字が大きいほど学級間のばらつきが大きい。

相関係数は「わかる」と「楽しい」の
関係性の強さ。およその目安として、0.8
以上で強い相関、0.7～0.8でやや強い相
関、0.5～0.7で弱い相関があるといえる。

16



コンピテンシーと学力の関係分析

 コンピテンシーを測定するAi GROWと学力との相関分析。

17



教科教育深化プラン

３本の矢からなる「教科教育深化プラン」

①共通的な基盤である授
業づくりの視点の浸透

●「アクティブラーニング指導用ルー
ブリック」の更なる改善

●RST（リーディング・スキル・テス
ト）の視点と、ユニバーサルデザイ
ンやICTの視点も組み合わせた、
子供達のつまづきに対応した授業
改善を全校で実施

●「学級経営ルーブリック」
（仮称）の策定検討

②教師間の学び合い
の場の拡充

③教育委員会による
サポート体制の充実

●各中学校区で小中の教師がお互
いに授業を見合う機会を促進

●夏季専門研修で、指導主事が教
科指導の悩みを教師から聞いたり、
教科の魅力を熱く語る機会を設
定（選択必修参加）

★教科等研究部会での大学等から
講師を呼んでの授業研究を支援

★センター研究員制度について、参
加者の拡大と運営の活性化

●各教科の、「個別最適な学び」
と「協働的な学び」の視点
を授業と紐付けて提示

★モデル校４校における、大学・民
間と連携した校内研修・授業研
究等の高度化への支援

★大学と連携した算数・数学、
体育の研修の充実

●学校経営アドバイザー
による訪問の充実

・PBLが各校において推進されている今こそ、SEEPプロジェクトの原点である「Subject（教科
教育）」を深化させ、それらを車の両輪として子供達の学びを充実していく必要。

・そのために、教師間の同僚性を高めつつ、共通的な基盤である授業づくりの視点と、教科の学び
に夢中になるような、各教科固有の「見方・考え方」を働かせる視点の双方を強化していく。

★文科省「教員研修高度
化モデル事業」を活用

18
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１．目的：目的を持ってデータを収集・活用する。目的のないデータ収集は無意味。

• どんな仮説を持って、どんな成果・課題を明らかにしたいか？ 「問題に直面する方
法は問題を特定すること。問題を特定する方法はデータを分析すること。」

• 課題を指摘するだけでなく、「褒める」ためにデータを活用する視点も重要。

２．範囲：データとは、学調のテスト結果だけではない。

• アンケート結果から教師のコメントまで、様々な量的・質的データが存在。

３．粒度：静的な平均値だけでなく、様々な粒度に分解することでより有意義に。

• 一地点だけではなく、一定期間後の数値の推移をみる。

• 児童生徒平均ではなく、一定のカテゴリの集団ごとに分類して比較する。

４．鮮度：「数ヶ月後に返ってきたテスト結果は、子供達の今の姿を反映していない」

• データの頻度のみならず、データの収集→分析のサイクルを早く回すことが必要。

５．文化：学校経営を科学することなしに、授業を科学することは困難。

• データ利活用の文化醸成には各学校におけるキーパーソンが必要。

学校現場に伝えているデータ利活用の視点

20



特別でない特別支援教育、個別最適な支援を実現したい、そのために、子供達の状況をより
詳しく客観的に確認できるよう、教育データを積極的に利活用する必要がある。

【市内の小学校の取組】

21

学校発のデータ利活用の取組



第４次戸田市教育振興計画の進捗状況①

（※）１日あたりの、学習者用端末と紐付いているgoogleアカウントに、１回以上ログインした児童生徒の数

モニタリング指標名 該当所属 令和２年度 令和３年度 令和４年度

全国学力・学習状況調
査における平均正答率

教育政策室
実施なし

（新型コロナの影響）

小学校６年生
国語66%（64.7%）
算数71%（70.2%）
中学校３年生
国語65%（64.6%）
数学58%（57.2%）

小学校６年生
国語68%（65.6%）
算数65%（63.2%）
理科64%（63.3%）
中学校３年生
国語71%（69.0%）
数学55%（51.4％）
理科50%（49.3%）

埼玉県学力・学習状況
調査において学力を伸
ばした児童生徒の割合

教育政策室

小学校６年生
国語80％以上
算数50％以上60％未満
中学校３年生
国語70％以上80％未満
数学60％以上70％未満
英語70％以上80％未満

小学校６年生
国語70％以上80％未満
算数70％以上80％未満
中学校３年生
国語70％以上80％未満
数学70％以上80％未満
英語80％以上

小学校６年生
国語70％以上80％未満
算数60％以上70％未満
中学校３年生
国語60％以上70％未満
数学60％以上70％未満
英語80％以上

授業の内容がわかる児
童生徒の割合

教育政策室
小学校（４教科）85％
中学校（５教科）77％

小学校（４教科）84.8％
中学校（５教科）77.6％

小学校（４教科）83.2％
中学校（５教科）76.3％

中学校卒業時の英検３
級以上取得率

教育政策室 57.8% 56.4% 58.5%

教職員の在校等時間の
状況

学務課
小学校：約37時間／月
中学校：約42時間／月

小学校：約36時間／月
中学校：約56時間／月

小学校：約29時間／月
中学校：約39時間／月

授業支援システムの活
用ログ（※）

教育総務課 3,549名 9,870名 9,946名

地場食材の活用や食育
の取組状況

学校給食課
じゃがいも279㎏
たまねぎ300㎏
はちみつ9㎏

じゃがいも200kg
はちみつ9kg

じゃがいも227㎏
たまねぎ173㎏
はちみつ6.3㎏

■主に方針１（子供たちが可能性に挑戦し続ける力を育むための学びの実現）に関係するもの

22



第４次戸田市教育振興計画の進捗状況②

モニタリング指標名 該当所属 令和２年度 令和３年度 令和４年度

障害福祉に係る相談窓
口の相談件数

障害福祉課 37,874件 35,535件 33,438件

不登校児童生徒の教育
機会の確保状況

教育政策室
すてっぷ　31名
その他　 　6名

すてっぷ　39名
その他　　12名

すてっぷ　 62名
いっぽ　　 10名
room-K　  　7名
ぱれっと　101名
その他　　 17名

民間事業者と連携した
学習機会の提供回数

教育政策室
（学校内を
会場とする
もの）

小学校
放課後に、３～６年生を対
象に学習機会を提供（参加
申込者数1,729名）。
中学校
夏季休業中と放課後に学習
機会を提供（参加申込者数
は夏季268名、放課後115
名）

小学校
放課後に、３～６年生を対
象に学習機会を提供（参加
申込者数1,355名）。
中学校
夏季休業中と放課後に学習
機会を提供（参加申込者数
は夏季125名、放課後90
名）

小学校
放課後に、３～６年生を対
象に学習機会を提供（参加
申込者数1,055名）。
中学校
夏季休業中と放課後に学習
機会を提供（参加申込者数
は夏季237名、放課後114
名）

同上

教育政策室
（学校外を
会場とする
もの）

中学校３年生を対象に英検
３級対策講座を開催した
（参加申込者数185名）。

中学校３年生を対象に英検
３級対策講座を開催した
（参加申込者数154名）。

中学校３年生を対象に英検
３級対策講座を開催した
（参加申込者数118名）。

障害児相談支援利用者
数

障害福祉課 444件 519件 612件

１歳８か月健診、３歳
６か月健診の平均受診
率

福祉保健セ
ンター

95.1％
*１歳８か月健診　94.0%
*３歳６か月健診　96.2%

93.5％
*１歳８か月健診　94.4%
*３歳６か月健診　92.5%

97.8％
*１歳８か月健診　97.8%
*３歳６か月健診　97.9%

子育て支援センター利
用者数

保育幼稚園
課

5,578件 5,111件 6,484件

こども家庭相談の状況
こども家庭
支援室

13,194件 13,797件 14,820件

■主に方針２（多様性を尊重し、全ての子供たちが力を発揮できるような誰一人取り残さない学びの保障）
  に関係するもの
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第４次戸田市教育振興計画の進捗状況③

令和３年度以降、大きな進展のあった教育委員会の施策の例

モニタリング指標名 該当所属 令和２年度 令和３年度 令和４年度

生涯学習活動を行って
いる市民の割合

生涯学習課 40.5％ - -

市民大学、公民館講座
受講者数

生涯学習課 1,577名 3,143名 3,561名

国内外姉妹、友好都市
との交流件数

協働推進課 3件 6件 8件

プロ選手・プロ芸術家
と触れあえるイベント
数

文化スポー
ツ課

1件 2件 4件

青少年の居場所の実施
施設数

児童青少年
課

5施設 5施設 5施設

外部研究機関との共同
研究の実施状況

教育政策室

令和2年度戸田市教育研究集
録において、2件（3名）の
外部研究機関と連携して
行った学術的研究の成果を
掲載。

令和3年度戸田市教育研究
集録において、1件（3名）
の外部研究機関と連携して
行った学術的研究の成果を
掲載。

令和4年度戸田市教育研究
集録において、3件（7名）
の外部研究機関と連携して
行った学術的研究の成果を
掲載。

■主に方針３（地域・家庭・産官学民などの多様な主体による学びの提供）に関係するもの

■主に方針４（個別最適な学びの実現に向けたＥＢＰＭの推進）に関係するもの

ネットワーク等のICT環境の充実や
ICTを活用した授業改善

リカレント（学び直し）
を含めた生涯学習の充実

多様な学びの機会の提供
による不登校支援

学校の働き方
改革の推進

24



▮データの在り方について

教育データ
の目的

「学習等によって生じる教育データの活用の仕方」だけではなく、
何のために教育データを使うのか、その「目的」や具体的な姿を多くの
関係者と共有する必要がある。

学力や学習に関するデータ以外の行政データ（家庭環境、健康・体力デー
タ等）のさらなる活用を進めたい。
行政データは悉皆、経年のデータであり、再生性が大きい。一方で、部署
間のデータ移動、電子化が進まないデータ等、運用上の障害も多い。

教育的な営みの成立度合いなどを観察分析するには、質的なエビデンスや
スモールデータも重要である。

また、現場にとって価値のあるデータ（例：情意領域の評価や教育的タク

トの可視化）の見極めが必要で、そのデータを特定するためにはまだ基礎
的な研究が必要。一方、現場への還元がすぐに見込めるデータのほうが、

現場での研究を行いやすいというジレンマもある。

ICTの活用により学習データの取得が容易になり、評価指標が増えること
も想定される中、評価の在り方がどのように変化していくか検証が必要。

データの背景にどういう認知過程があるのか、評価者の共通認識を作って

いく必要がある。それにより学びの見方が変わり、学習の本質に立ち戻っ
た科学的根拠に基づく授業デザインが見えてくる可能性がある。

⇨ Pedagogy First, Community Second, Technology Third 

マクロデータ
の活用

質的エビデンスと
スモールデータ

評価の在り方と
エビデンスに基づく
授業デザイン

25
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現在の取組から思う諸課題②

▮データ活用の体制について

データ活用の
容易さ

教師や児童生徒が活用しやすくなるように、ダッシュボード等の工夫が
必要。データ整備を進めるためには、各教師や子供が自己のために活用
でき、その有用性を感じられることが必要。

教育委員会、学校、教師それぞれが様々なデータを正しく読み取れること、
その結果を主体的に教育活動に生かしていこうという意識をより浸透させ
ることが必要。現場から得られる気づきをEBPM（EIPP）に反映したい。

本来、学びの履歴は子供たちのもの。
本人（保護者）の判断で、塾等で再利用できる「学びのお薬手帳」として

データを活用できる環境作りを進めたい。また、自治体間や産官学との連

携を促進し、その教育効果を高めるために、テーマコミュニティーづくり
や、教育のオープンデータ整備を進める必要がある。ブロックチェーン技

術の活用も一法。

過去のものであるデータを、現在や未来に生かすために「解釈」し、策を
講じることができる、「データと現場のつなぎ役」が教育委員会に必要。

データリテラシー
の向上

データ
ポータビリティ

データ活用人財
の確保
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現在の取組から思う諸課題③

▮産学との連携について

教育意志や
納得感の共有

全国各地で「自治体や学校」と「大学や企業」が連携し、互いの教育意志
や納得感を共有しながら研究に取り組めるような組織や事業づくりが必要。
特に、自治体はデータの宝庫だが、その分析・活用の知見が不足している。
このため、大学の知見が不可欠だが、自治体としてはどこに支援をお願い
すればよいかわからない。ぜひ大学から自治体への積極的なアウトリーチ
をお願いしたい。

教育委員会や学校現場で学習履歴を活用したくても、企業側から提供して
もらえない場合もある。データ整備の途上という状況もわかるが、どのよ

うなデータの整備や活用を目指すのか、企業と教育委員会が協働して検討

することがあってもよいのではないか。

EBPM（EIPP）に関連してデータの扱いを考えるうえでは、個人情報の扱
いは大きな課題である。現在は個人情報保護法や市の条例等に則って対応

しているが、取組のスピード感や柔軟性の面で制限となる場面もある。

企業との協働

個人情報の扱い
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戸田市教育委員会における教育DX (EduDX)
Digitization

電子化

Digitalization
最適化

Digital Transformation
新たな価値

デジタル化で効率・効
果的に（GIGAスクールに

よる一人一台端末整備など）

▮学びのDX ▮

‐ 授業デザインの変革 ‐

ICT・データ活用によ
る指導・教育行政の改
善・最適化（一人一台

端末の効果的な活用によ
るデータのフル活用）

学習モデルの構造などが
質的に変革し、新たな価
値を創出

・デジタル教材・学習コンテンツの活用

・オンライン・クラウドの活用、学校と学校外のシームレスな学び

・スタディ・ログの蓄積・分析・活用と匠の技の可視化

・情報モラルからデジタル・シティズンシップへ

教師視点の校務のデジタル化 ➡ 学習者視点のデータ活用に基づく個別最適な学びへ

28

▮校務・教師のDX ▮

‐ 当たり前の見直し‐

▮教育行政のDX ▮

‐ 産官学との連携 ‐

・配布物、連絡、調査等のデジタル化、学校公式SNSによる情報発信

・会議・研修のオンライン化

・メディア・リテラシー研修等、教師のICTリテラシー向上に向けた研修

※今後は、システムのクラウド化等を目指す

・産官学の知のリソースの活用（教育委員会機能強化と社会に開かれた教育行政）

・教育政策シンクタンクの設置及びアドバイザリーボード

・教育総合データベースの構築

標準モデルアプローチ（経験・勘による「属人知」） 個別最適モデルアプローチ（「集合知」の活用）



教育委員会としての決意

今後さらに検討を要する事項（中教審答申 「令和の日本型学校教育の構築を目指して」P.92）

○校長を中心に学校組織のマネジメント力の強化が図られ、自主的・自立的な取
組を進める学校を積極的に支援し、社会の変化に素早く的確に対応するための
教育委員会の在り方～略～社会との連携等を含む教育行政の推進体制の在り方

学 校戸田市教育委員会 支援

令和の日本型学校教育の
構築を目指して

○本当に大切な教育改革は、国や教育委員会からではなく、学校現場から起こる
べきである。そのために、教育委員会のマネジメントを「一律の管理」から
「個別の支援」にシフトし、教育委員会は、「学校に伴走し、積極的な自走を
支援し、逸走や暴走を軌道修正する」ところでなければならない。

○多様な人財を得て機能を最大化し、社会に開かれた教育行政を実現する
○定数を増やすのは厳しいので、教育委員会事務局組織の戦略的人事配置

○教育委員会と学校との距離感の縮小（管理から支援へ）

啐啄同時の教育委員会
29

教育委員会としての決意



参 考 資 料
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○変化する社会の動きを教室の中に入れるため、産官学と連携した様々な学びや人財
等の原材料を教育委員会で用意していく。授業改善、校内研修、研究発表などで躊
躇なくフル活用してほしい

○社会構造の変化を各学校で共通認識し、目の前の子供たちの実態を踏まえ、どのよ
うな力を育てるか、学年や教科を横断して根本にさかのぼった議論を

教育村、学校村の意識改革（コンセプトの学校への浸透）

○生徒指導の王道は学力向上にあり ○学力向上は学級経営と授業の充実にあり

○校長が「代（変）われば」学校が変わる ○学校間ピアレビューで成果と課題の共有化を
○挫折回復（resilience）能力 ○識時務者在俊傑

○「授業改善日」や「授業改善の時間」の計画的な設定
○素人の目から見てもわかる授業改善を → ICT機器活用が最も効果的
○例外を出さない授業改善 ○教師自身がパッシブラーナーからアクティブラーナーへ

31



○産官学と連携することでどのようなよさがあるかを理解することから
①最先端の知のリソースを教室に入れられる
②働き方改革に直結する（アウトソーシング）

○「外部機関と連携すると教職員の業務に負担感が増す」との意見をよく聞く
が、全く負担がないということはなく、何事も変革をしようとする際には、
一定の負担感を感じる。

○教職員が負担と感じるのは、各種調査や保護者対応、慣例的な行事、即効性
の期待できない（what to 型）研修などであり、子供を育むための本来業
務であれば、負担を感じても教職員が「やるべきこと」と感じるはず。

○産官学と連携することで、プログラミング教育のコーディングをはじめ、教
師がやらなくてもよい作業は、協力依頼などができ、効率性があがることも
多々ある。

○これまで自前主義の慣例で続けている教育活動は、「子供を主語とした教育
の推進のため」にという目的に達成に向けて、産官学との連携のメガネを通
して見つめ直すことは、ボトムアップ的にこれまでの教育活動を見直すチャ
ンスになる。そのような成功体験が、自校のカリキュラムマネジメントの自
走につながるなど、産官学との連携いう新しい風を職員室に吹き込むことに
より、学校改革のトリガーになる可能性がある。

産官学との連携について
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学校長が、自校の強み、弱み、地域の実態に応じ、何を大切にするか
などによって学校経営や運営が変わるのは当然である。

教育動向に対しては常にアンテナを高くし、最新の教育情報のシャワ
ーを教職員に浴びてもらうとともに、「①目の前にいる子供たちがこれ
からどんな社会に出ていくのかを知るように努めること、②変化する社
会の動きを教室の中に大いに入れること、③どのような力を育てるかを
学年や教科を横断して議論する学び合う職員室をつくること」の３点に
努めていれば、そのアプローチの仕方やスピード感の違いは学校長を信
頼し任せることも大切である。

また、管理職が教職員に敢えて弱みを見せることにより、教職員同士
が互いの悩みを打ち明けられやすくなる「心理的安全性」が醸成され、
教師同士が学び合える学校組織を作っていくことも重要である。

市校長会の「ピアレビュー」においても、賢さアピール、手柄話、成
功談は極力少なくし、失敗や苦い経験、ヒヤリハットなどを多くして学
び合ってもらっている。このような取組を通して、教職員が学校経営に
参画し、産官学と連携した自走する教職員集団が形成できると考える。

学校間格差問題について
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－ データドリブンの実現に向けて －

○子供と向き合う教室レベルに近づくほど、より質的で解釈的な知
が、そして、制度の枠組みを決めるマクロな政策レベルに近づく
ほど、量的で実証的な知が果たす役割が大きくなる

○データ利活用により「見えなかったことが見えてくる」可能性

・授業：一回性の出来事（複数の主体の相互作用による動的過程）

・研究：未知への挑戦（わからないから研究する）

【個に応じた指導（個別最適な学び）とデータ利活用】

○指導の個別化

理解度、到達度、速さ、思考の筋道など

→最適化のための計測と制御（発言やノート分析、座席表など）
→テクノロジーの活用

○学習の個性化

→教師の生徒理解や洞察力が不可欠、集団の中の個の磨き

データ駆動型授業研究（授業を科学する）
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【期待される効果】

・子供たちが主体的に自らの考えを外化（言語化・可視化・定量化な
ど）したり、互いの学びのプロセスを共有したりする中で、子供た
ちも教師もリフレクションが深まる気付きを多く得られる

・教師が説明可能な判断をできたり、直観で感じていたことが客観で
裏付けられる

・教師のインサイト（腹落ち・言われて見れば確かに）を発掘する

・教師の判断を刺激し補強できる

・経験、勘、コツ、からの解放を実質化

・「よい授業」の納得解や腹落ちの共有化

・優れた教師の経験や勘、匠の指導技術を可視化するなど、優れた暗
黙知の共有化や形式知への転換

・軽い授業になりがちの危惧や実践感覚の共有化

・憧れを刺激したりするムーブメントのトリガーに

・長期的にみて若い先生方が元気に育つ支援や環境づくり

データ駆動型授業研究（授業を科学する）

35



36

従来型の学び 新たな学び

教師が主語の一斉授業 子供が主語の主体的な学び

教師と子供とのやりとり
だけの学び

子供同士による協働的な
学び合い

教師の敷いたレールで
学ぶ予定調和の学び

予想外の学びや新たな挑戦
を歓迎する学び

教師による指導と管理
のICT活用

子供の学びと愛用の
ICT活用

決められた正解を時間内
に探し求める学び

答えづくりや正解のない課
題解決型の学び（PBL）

居心地の良い場所
（現状維持）

居心地の悪い一歩
（変革）

指導観・
学習観の
転換

こうした転換を持続可能にするために、授業改善が不可欠

新たな学びの実現に向けて（二項対立ではないことに留意）



授業改善が進んでいる学校の特徴
※どの学校においても、５分以内と限られた条件下での観察結果。

・校長が示すビジョンが、「お題目」にとどまることなく、教職員、
さらに子供達からも自分事として言及される（＝ビジョンの浸透）

・様々な制約がありつつも、それを言い訳にすることなく、「教師」
が主語ではなく、「子供」を主語にして、「子供の学びの事実」から
謙虚に学び、改善していこうとする姿勢が一貫している（＝こどもま
んなか）

・学校内での「授業を軸とした」同僚性が構築され、教師達が、「悩
み」や「弱み」も含めて自己開示をし、「聴き合い」や「ケアの関係
」の下で、お互いを高めていく雰囲気が醸成されている（＝同僚性）

・教師が、PBL等で習得した「学びの伴走者」としての役割の考え方
を、教科の授業においても拡張して実践している。（＝PBLから教科
への波及）

・ごく少数の推進役に依存しておらず、視察等においても、多くの教
師が授業を公開することが意図的に仕掛けられている。（＝点を線・
面に） 37



教 員 研 修 と 戸 田 市 の 取 組
研修の種類

校内集合研修等特別に設定した研修

仕事を通しての研修（OJT）校
内
研
修

校
外
研
修

国の研修

都道府県の研修（埼玉県の場合）

▶文部科学省主催の研修（中央研修）

▶（独）教職員支援機構の研修

▶法定研修（初任者・中堅教諭等資質向上）

▶年次研修（ジャンプアップ・５年経験者・２０年経験者）

▶県立総合教育センターにおける専門研修・管理職研修・特定研修

▶教職員専門研修（R3は32種類の研修）

▶学校訪問

▶戸田市立教育センター研究員

▶TODA Education Weeks

▶キャリアに応じた研修（中期研修・長期研修）

民間及び任意団体等での研修

教
員
研
修

市町村の研修（戸田市の場合）

【 教職員専門研修の一部 】

R３学校教育の情報化指導者養成研修会

※（独）教職員支援機構「教職員研修の手引き2018」を基に作成

教職大学院等での研修

自
己
研
修 38



戸田市の教師の学び ～目指す姿～

教師一人ひとりのキャリアステージやニーズに合った「学
びの場」が提供され、学び続けることが出来る

Mission

教師の「個別最適な学び」と「協働的な学び」
が実現

Vision

経験年数

組
織

校内研修

センター研究員

個
人

教科教育研修

教育フェスティ
バル研修会

専門研修

学校訪問

教科等研究部会

初
任
者
研
修

中期研修・長期研修

中
堅
教
諭
等
資

質
向
上
研
修

５
年
経
験
者
研
修

20

年
経
験
者
研
修

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
研
修

NITSの研修

先進地視察・セミナー参加や大
学等と連携した研修等を支援

大学等から一流の講師を呼
んでの授業研究や準備支
援（他教科に拡大）

教科指導の悩みを教師から聞いたり、教科の魅
力を熱く語る機会を設定（選択必修参加）

大学等から一流の講師を呼んでの授業研究等を支援

モデル校での高度化を支援 各教科の、「個別最適な学
び」と「協働的な学び」の視
点を授業と紐付けて提示

※これらはあくまでも主なものであり、
この他、令和の日本型学校教
育の実現を支援する研修会等
を多数開催。 39
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戸田市リーディングスキル（RS:汎用的読解力）育成プラン
～すべての児童生徒が教科書を読めるようになるために～

RSとは、未知のテキストを読み、未知の概念と知識とを理論的に結びつけながら理解していく力

・「正解を当てる力」を付けるだけの学校教育からの脱却
・「ＡＩでは代替することができない能力」の育成
・ＡＩには難しいと言われる「意味がわかって考える力」の育成

人工知能（ＡＩ）が様々な職業を代替していく時代に向かうために

授業改善

国立情報学研究所１ 戸田市教育委員会共同研究

○ＲＳＴの実施（市内全小６生及び全中学生
及び希望する学校の教師）

○ＲＳＴ結果の分析
・全国及び埼玉県学力・学習調査との相関分析
・ＲＳの高い児童生徒の学習状況等

○教員研修会の開催
・戸田市ＲＳ研究員による授業研究会
・市センター研究員ＲＳ部会での授業案づくり

（勤務時間後の自主的学習会）
・管理職や教員対象のＲＳ研修会の開催
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戸田市のＲＳＴの取組について

令和５年度より市内全小・中学校で実施

戸田市内中学校２校区（小学校４校中学校２校）でＲＳＴを実施
対象児童生徒：【小学校】第６学年 【中学校】全学年
実施時期：９月～１０月（結果を１１月上旬に送付）

戸田市の受検状況

全ての生徒が中学校卒業段階で教科書を正しく読めるようにする。

RＳの向上を目指した取組
ＲＳ研修会の実施（５月）

参加した各小・中学校の代表の教員が各学校

で児童生徒のＲＳの向上やＲＳＴの視点を生

かした状業改善を広める推進役となる。

市内全小・中学校の
代表の教員１名が参加

ＲＳＴ説明会の実施（11月） ＲＳＴの研究（3月）

・ＲＳＴと県学力調査との関係の分析など

研究成果を「戸田市教育研究集録」に掲載

・ＲＳＴの視点を生かした授業改善につい

て「戸田市指導の重点・主な施策」に掲載

42

ＲＳＴ受検校の代表の先生を対象
にＲＳＴの結果の見方や活用方法
について説明会を実施し、校内の
推進を促している。



リーディングスキルの育成・研究について
令和２年度RSの能力値階層別
学力レベル及び学力の伸びの関係

令和２年度

埼玉県学調

令和２年度

ＲＳＴ

令和３年度

埼玉県学調

5月 9月 5月

埼玉県学調の令和2年度から令和3年度の経年変化と、令和2年度
RSTの結果を分析した。RSの能力値平均を高低で4分類し、学力と
学力の伸びとの関係を見たところ、RSが高いグループの方が、
国語の学力レベルが伸びる傾向にあった。数学は？

①リーディングスキルが学力向上に与える影響

②研究委嘱校のリーディングスキル向上

令和２年度の小学校６年生が令和３年度にかけて、RSがどのくらい
伸びたかを分析。
RSの研究委嘱校だったＢ校のRSの伸びの平均値０.２４は、中学生
も含めた市内全体のRSの伸びの平均値０.１１よりも高かった。
また、小学校同学年間の比較をしても、研究委嘱校Ｂ校の伸びは、
非研究委嘱校のＡ校（０.１４）、Ｃ校（０.１３）よりも高かった。

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
ス
キ
ル
の
伸
び
の
平
均
値

研究委嘱により
ＲＳＴの視点で

授業改善

令和２年度の出身小学校別 RSの伸び

RSTの偏差値で
約１ポイント高い
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ＲＳの高い子供は学力調査結果を経年で追ったとき学力の伸びが見られた

ＲＳＴ研究校では学力調査の成績に関わらず、ＲＳの能力値を伸ばしている

小６ ５月 中１ ５月

学
力
レ
ベ
ル
平
均
値
（
棒
グ
ラ
フ
）

RS能力値別グループ

学
力
レ
ベ
ル
の
伸
び
の
平
均
値

（
折
れ
線
グ
ラ
フ
）



リーディングスキル受検校の教師・児童生徒の変化

○教材研究の時に児童がつまずきやすいポイントや支援方法を考え
ながら進めることができるようになった。

○学習用語や資料を丁寧に確認するようになった。
○言葉と図や式、グラフなどとの関係を捉えることの難しさに気付き、

丁寧に指導するようになった。
○児童が言葉に対してもっているイメージのずれに気付きやすくなり、

確認する内容や声かけの仕方が変わった。

ＲＳＴ受検校の教師 教材研究・授業準備の仕方が変化
児童生徒への声かけ等、指導や支援方法が変化

○分からない言葉を調べたり、言い換えたりする習慣が身についてきた。
○資料と文章を対応させながら読むことができるようになってきた。
○主語・述語の関係を意識するようになった。
○「これってどういう意味？」「○○と□□って同じ？」という児童の

つぶやきが出てくるなど、言葉に着目する様子が見られるようになっ
てきた。

○場面をイメージしながら文章を読むことで、書かれていることを整理
して捉えたり問われていることを理解したりできる生徒の姿が見られ
るようになった。

ＲＳＴ受検校の児童生徒
学習態度の変化・主体的な学びへの結び付き
教科書等の言葉や資料への意識が変化
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埼玉県学力・学習状況調査（県学調）の児童生徒質問紙より抽出した以下の項目、及び授
業がわかる調査などのデータを集計し、学校訪問時に、各校の傾向を管理職に共有。

令和４年度における学校カルテの試行について

埼玉県学調の児童生徒質問紙
① 難しいことでも失敗をおそれないで挑戦していますか。
② 学校の先生たちは自分のよいところを認めてくれましたか。
③ 授業で課題を解決するときに、みんなでいろいろな考えを発表すること（がよくありましたか）。
④ 授業の始めに、今日はどんな学習をするのかをつかんでから学習に取り組んだこと（がよくありましたか）。
⑤ 授業の始めには気が付かなかった疑問が、授業の終わりに、頭に浮かんできたこと（がよくありましたか） 。

○教育委員会から学校へのメッセージ

・多角的な視点から、データを捉えてもらいたい

・子供目線で、取組を振り返ってもらいたい

○学校経営をデータから捉える（学校カルテ）

・年度間、学年間の傾向の変化

・学力だけでなく、学校の雰囲気や授業の質

（学校の理解度・信頼度）

○継続的な授業改善のためのシステムづくり

今の学校の取組は
よい方向に進んで
いるのかな？

このように子供た
ちが感じているの
はなぜだろう？

授業がわかる調査
① 授業がわかりますか。 ③ （探究心に関する質問） ⑤ （協働意識に関する質問）
② 授業が楽しいですか。 ④ （社会貢献意欲に関する質問）

※ほか、一部の学校で実施しているQ-Uアンケート
（学級満足度等に関する調査）も活用
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「難しいことでも失敗をおそれないで挑戦していますか。」については、肯定的な回答の割合が小４は県・市平
均を上回る。小５・小６は、昨年度（小４・小５時）から引き続き、特に、強い肯定の回答の割合が県・
市平均よりも低い。

学校訪問での活用資料の例①（県学調質問紙の分析）

本市として重要視する「やりぬく力」など、
５つの項目に関連して傾向を分析。
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＜学級別の傾向（小５）＞
全体的には１組が肯定的な回答の割合が増加傾向にある教科等が比較的多く、２組が減
少傾向にある教科等が比較的多い。３組は②「授業が楽しいですか」の家庭・外国語、探究心
及び協働意識が肯定的な回答の割合が減少傾向にある。

学校訪問での活用資料の例②（授業がわかる調査の分析）

令和4年度第1回（１組） 令和4年度第2回（１組）

第１回（６月）→第２回（12月）
で7%以上増加を緑、7%以上減少を
赤などとすると、同じ学年の中でも・・・
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＜学級別の傾向（小５）＞
全体的には１組が肯定的な回答の割合が増加傾向にある教科等が比較的多く、２組が減
少傾向にある教科等が比較的多い。３組は②「授業が楽しいですか」の家庭・外国語、探究心
及び協働意識が肯定的な回答の割合が減少傾向にある。

令和4年度第1回（２組） 令和4年度第2回（２組）

学校訪問での活用資料の例③（授業がわかる調査の分析）

学級によってかなり傾向が異
なっていることが分かった。

48



学校訪問での活用資料の例④（研究協議での指導での活用）

教師の授業の工
夫が、子供達か
ら見たデータでも
肯定的に裏付け
られていることが
分かった。

49



①学校長へのアンケートでは、「データ利活用に関する資料」が「非常に役立った」
又は「まあまあ役立った」が100%となった。

学校カルテの試行の成果と課題①

【自由記述（一部抜粋）】
・静的な平均値だけではなく、様々な粒度に分解すると言う
ことで、データの見方が変わり、活用の方向性が定まりやす
くなった。
・面談は終わりましたが、関係の職員にはいただいた資料を
参考にして、個別に話をしたいと思いました。
・人事評価の期末面談で活用でき、本人が授業・学級経営に
ついて振り返る機会、材料となった。また、県学調の質問紙
分析は、研修部で共有を図り、今後の研修の方向を探る材料
として活用できた。

②具体的な活用方法を複数選択式で聞いたところ、データ利活用の考え方の共有や管理
職内での共有、成果や課題が感じられた学級又は教科等のフィードバックが多かった。

資料内のデータ利活用の考え方を学校内で共有するなどし
て、その後のデータ利活用の実践にその視点を生かした

資料内のデータの表示方法（色をつける、推移をみる、等）につい
て、その後のデータ利活用の実践で別のデータを作成・分析する際に
参考とした

資料内のデータについて管理職内で共有し、学校の実践の成果や
課題について分析するツールとした。

特に成果や課題が感じられた学級又は教科等について、その担当教
員に資料内のデータを口頭で説明、又は当該資料を提供して、フィ
ードバックを行った

その他の方法で活用した

特に活用はしなかった

（n=17）

（n=17）
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③今後、学校でデータ利活用の実践を進めていくに当たっての課題について複数選択
式で聞いたところ、教職員のデータリテラシーやデータの散在、授業改善等に生かす
実践の不足などが多かった。

学校カルテの試行の成果と課題②

【自由記述（一部抜粋）】
・管理職が、このデータを見て、ひとりひとりの職員にどのようにフィードバックしていくか。よいところを示しながら、さらに

伸ばしていく、よさを広げていくという全面展開の仕方。課題を示しても、職員のやる気をそぐだけであると思われるので。
・データ利活用について、数値的な分析からもう一歩踏み込んで、「現状の考えられる原因」「改善策の例示」などが示されると

有り難い。それは、学校がやることであるとも考えられるが、分析等の時間の確保、誰が行うのか、周知して自分の指導等に生
かすようになるまでの手間、さらに出てきた課題を教員で共有する等の時間を捻出するのが難しい。

・学校が所有している数多くの調査・学力データを児童個人と教師に紐付けして６年間蓄積させ、必要事案に応じて管理職や教師
が必要なデータを組み合わせて表示・分析等の活用することができるシステムの構築。学校の職員が調査データを追加できると
フレキシブルな運用が可能となり、活用ハードルが下がると思います。

・データ量が多く、校内で整理・分析するのに時間がかかってしまう。効率的なデータ整理、分析の方法等について担当者研修や
、データ活用の教員研修などのサポートがあるとよいと思います。データ利活用のよさを一般教員に実感させる研修が必要。

・いただいた資料であるが、平均値のみがクローズアップされており、集団が理想的な正規分布であればある程度は集団の傾向は
つかめるだろうが、現実の集団分布は様々であり平均値だけで集団の傾向を捉えることには無理がある。現在、本校では市教委
と連携して、学年や学級を平均値のみで一括りにするのではなく、各学級毎に集団を（中略）分け、各集団ごとに各教科、学習
方略、伸び等の数値から有意差検定を行い、特性や要支援児童を洗い出し、学習指導に生かしている。今後も市教委と連携して
、宝の山である県学調のデータを有効活用していきたい。

教職員にデータ利活用の意識が根付いておらず、必要感が
ない

紙の資料が多く、そもそもデジタル化されていない

データが様々な形で分散しており、一人ひとりの子供に関わるデータ
を一元的に見ることができない

教職員のデータ利活用能力（データリテラシー）が不十分である

データを授業改善等の教育活動・学校運営に生かす実践が十分
蓄積されていない

その他 （n=17）
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戸田型オルタナティブ・プランの更なる推進

 「未然防止」「早期発見・早期対応」「適切な支援」のための選択肢

 「リアル」と「デジタル」の両面からの支援の充実、各居場所の有機的な連携の強化

～誰一人取り残されない教育の実現～

・「戸田市不登校について考える会」の実施

・教育センターの教育相談対応時間の拡充

（各小中学校でのスクールカウンセラーによる教育相談の他、教育

センターでの心理カウンセラーによる相談を、土日に加え週１回

平日夜間にも相談できる体制を整備）

・民間との連携による、オンラインを活用した

相談及び支援体制の強化

３

２

社会に開かれたネットワーク
の構築（教育相談体制を拡充）

多様な学びの場の拡充

１ 不登校を支援する
児童生徒の心理的安全性を高め、学び
に向かえる場所の選択肢を拡充

市長部局など関係機関との連携

不登校対策ラボラトリー
「ぱれっとラボ」の取組深化

不登校を科学する
戸田市教育政策シンクタンクとの連携
全人的な教育を科学の視点で捉え、支える

こども家庭庁実証事業に採択

・不登校対策ラボラトリー「ぱれっとラボ」による効果検証

・各学校や相談室等での不登校に関する取組への指導・助言

・「教育総合データベース」事業による、誰一人取り残され

ない、子供たち一人一人に応じた支援の実現

・アンケート等を活用した調査・分析・予兆の発見

・本市の不登校対策・支援に関する調査・研究・評価

・戸田型校内サポートルーム「ぱれっとルーム」を、年度当初から

小学校全12校に設置（全小学校へスクールサポーターを配置）

・教育センター内にある「すてっぷ」を別の拠点（西部）

に1教室増設

・総合的な不登校対策により、それぞれの場の有機的な連携を強化

不登校を理解する
地域や保護者の理解を深め、協働の機運醸
成を図る

委託・連携事業等との関係強化

（令和５年度）

人

データ

連携
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小学校 中学校

教室
さわやか相談室

多様な学びの場の選択肢

教育支援センター

生徒支援教室
いっぽ

オンラインの
授業参加も

埼玉県立
戸田翔陽高校内

自宅

教室
ぱれっとルーム

（認定NPO法人カタリバ）

room-K

メタバース

ＳＣ・ＳＳＷ・
スクールサポーター
と連携

ＳＣ・ＳＳＷ・
スクールサポーター
と連携

R5 NEW

戸田市立
教育センター

西部福祉センター
（通称「西すてっぷ」）

「すてっぷ」

R4 NEW
R4 NEW

R4 NEW
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令和５年度 戸田市教育相談充実構想

○中学校区の児童生徒、保護者等との相談
○教育センター・SC・SSWとの連携

さわやか相談員6名 週5日
ボランティア相談員12名 週2～3日

ピアサポーター
大学生ボランティア

全12校週２回配置 年90回

○児童、保護者等の相談 ○教室訪問
○教職員への助言 ○教職員研修の実施
○ケース会議等への参加 ○発達検査の実施

５名配置 週1～3日

※別途日本語指導教員5校配置

○市内小・中学校への日本語の訪問指導及びサポート
○日本語指導が必要な児童生徒等へのアセスメント
○日本語指導が必要な児童生徒及び保護者との相談

平成30年度から１名配置

○小・中学校、幼稚園・保育園と連携・訪問・相談
○福祉、医療等と幅広く連携した早期就学相談
○一人一人の教育的ニーズに応じた就学相談

○戸田市不登校対策支援の拠点
○不登校児童生徒に適した支援プログラムの実施
○不登校児童生徒の保護者支援
○アウトリーチ型支援の研究と実践

平日10：00～15：00 年１９０日程度

平成30年度から1名配置 年171日
○学校及び各関係機関との相談機能の連携・強化
○総合的な教育相談体制の構築
〇すてっぷとの連携・相談員の支援

【重点事項】

①専門性のある人材の安定的な確保
②気軽に相談できる体制づくり
③不登校児童生徒支援の充実

○不登校への対応 ○児童生徒虐待への対応
○家庭訪問対応 ○福祉との連携

各中学校週1日配置 ※県費2名・市費１名

平日及び土日に配置 週4~5日 年200日程度
○児童生徒、保護者等の相談 ○早期就学相談
○発達検査の実施 ○5歳児発達健診での相談

○SNS相談 17時から21時を想定
（７月開始）

専門カウンセラー が対応

県費３校週１回、３校隔週配置

○中学校区の児童生徒、保護者等の相談
○関係機関との連携 ○教職員への助言

市費６名、年４０回配置

小学校「ぱれっとルーム」に１名配置 年１６９日
中学校 各校に１名配置 年２２０日

○不登校対策支援 ○ぱれっとルーム運営（小）
○校内巡回 ○学習補助 ○生徒指導対応

○埼玉県教育委員会設置
○個別学習（いっぽのスタッフが支援）
○体験活動（栽培活動・高校生等との交流等）
○戸田市教育委員会との連携事業

月～金 10：00～15：00 金は教育相談

○オンライン不登校支援プログラム
○オンライン教育相談・学習支援

認定NPO法人カタリバと連携

R５より西部地区に１教室増設
新規

拡充

拡充
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戸田市版学校経営ルーブリック（第１版）について

○学校経営の実践において参照すべき視点（物差し・レンズ）である「戸田市版学校経営ルーブリック」の第１
版を、校長等ヒアリングでの意見を基に作成、市内全校と議論し修正を経たものとして、以下のとおり定める。

○本ルーブリックは、令和５年度の学校訪問や研修等の機会を捉えて、学校管理職や学校組織全体として
日々の実践を振り返り、改善するために試行的に活用し、そこでの成果や課題等を踏まえて更なる改善を図る。

ビジョナリーとしての管理職
✔ 子供の姿を含めた学校経営のビジョンを明文化し、自分の言葉で語り、状況の変化に応じて見直しているか。
✔ 日々の教育活動の中で、ビジョンが共通言語として教職員や子供に参照される仕組みを意図的に作っているか。
✔ ビジョンに相反する事象を、データも使いながら特定し、課題を踏まえて定期的に改善に繋げているか。

カリキュラム・デザイナーを束ねる管理職
✔ ビジョンを反映した教育課程の編成に加え、その実現に向け産官学や地域の資源を積極的に活用しているか。
✔ 主体的・対話的で深い学びやICTのマストアイテム化の全校的な実現に向けた具体的な仕掛けを作っているか。
✔ 校内研修等を通じて、授業を軸とした同僚性の構築や教科・学年等の縦割りを超えた知の共有を図っているか。

マネージャーとしての管理職
✔ ビジョンを実現するため、個々の教職員が相乗効果として力を発揮できる学校組織を柔軟に構築しているか。
✔ 教職員の負担の平準化や業務改革など働き方改革により、子供と向き合う質の高い時間の確保に繋げているか。
✔ 小さなSOSを見逃さず未然防止を図るとともに、危機管理の場面では迅速かつ的確な意思決定をしているか。

ファシリテーターとしての管理職
✔ 教室等で起きている課題を自ら直視し、学びの状況や指導についてのフィードバックを教職員に行っているか。
✔ 教職員の個々の状況に応じ、対話と奨励など成長のためのサポートを適切なタイミングで提供しているか。
✔ 自分にしか出来ない付加価値の創出と、自分が異動しても続く持続可能性の確保のバランスを図っているか。

バッファーとしての管理職
✔ 積極的な情報発信や家庭・地域の声への傾聴に加え、学校運営に巻き込む仕掛けを意図的に作っているか。
✔ 国や教育委員会の施策の動向にアンテナを張り、必要に応じて学校経営や日々の教育活動に反映しているか。
✔ 学び続けることを通じて、自己を客観視・アップデートするとともに学校経営を多角的な視点から見ているか。
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学校経営ルーブリックの試行について

56

ルーブリック策定で終わらせず、「魂を込める」ための仕掛けとして、以下の３つを実施中。

①教育委員会定例会「中学校区で
の合同校長プレゼン」

②人事評価に係る校長面談

③年に１度全教師が
授業を公開する「学校
訪問」での打合せ

詳細は
こちら
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「戸田市から日本の教育を変える」をコンセプトに、これまでの教育・学校の「当たり前」を問い

直す、学校主体の夢のある学校改革や教育委員会による産官学連携の下での教育改革を

通じた未来の学びの実現に向け、ふるさと納税を活用したクラウドファンディングを実施。

確保した資金は、一般の寄附金と併せて、戸田市未来の学び応援基金へ積立て。

令和5年10月から令和6年3月まで

ホームページ等を通じて事業成果報告（高額寄附者は別途検討）

実 施 期 間

寄附者への還元

脱・正解主義

脱・自前主義

脱・予定調和

脱・教師主導

脱・３K
（経験と勘と気合い）

PBL（課題解決型学習）、部活動の地域移行、

デジタルの活用、自然体験、インクルーシブ教育、

教師の資質向上など

対 象 テーマ

58

未来の学びの実現に向けたクラウドファンディングについて

昨年度は目標額
500万円の寄附

達成！



未来の学びの実現に向けた各学校等からの提案内容（令和５年度分）

※仮に各提案に必要な経費が全て確保できなかった場合でも、各プロジェクトは優先順位を定めるなどした上で、実施する。
※仮に全ての提案の実施に必要な経費以上の資金が確保できた場合には、ある学校の提案内容を他の学校で実施することなど、基金の設置
目的及び基本理念を踏まえた他のプロジェクトを実施することに活用予定。

学校主体の夢のある学校改革

・専門家活用によるPBL（課題解決型学習）の推進

・子供たちの学びと実社会をつなぐPBLプラットフォーム開発

・自然体験を核とした学校づくり－フルーツロード－

・学校全体でのインクルーシブ教育の推進

・すべての子供たちにとって居場所となる学校づくり

・教師を伴走支援！多層型支援システムの構築

・｢生徒を主語｣とするための教師の学びをサポート

・メタバース技術を活用した美術館の継続と発展

・部活動の当たり前を問い直すスポーツクラブの設立

教育委員会による産官学との連携の下での教育改革

・匠の技の可視化について

詳細資料は
こちら！
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提案は、次の要件のうち、全部又は一部を満たし、これまでの教育・学校の「当たり前」を問い直す
全国的なモデルとなるもの（戸田市未来の学び応援基金条例第２条に規定）

未来の学びの実現に向けた５つの要件

脱・正解主義
正解を探し求める学習から、正解のない課題に取り組む学習や主体的に課題を設定する学習へ
転換し、教科等横断的な学び等を実現すること

脱・自前主義
学校が全ての教育活動を行うのではなく、産官学民や地域の資源を取り入れながら、社会に開か
れた教育課程を真に実現する、持続可能な教育及び学校を目指すこと

脱・予定調和
教師により計画された学習にこども達が取り組むのみならず、想定外の学びや挑戦による失敗を通
じたワクワク感や深い学びを達成するものであること

脱・教師主導
教師が主導する授業や全てのこども達が一斉に同じ内容を学ぶ授業から、こどもが主導する学びや
個別最適な学びに転換するとともに、こども同士の、又はこどもと教師の対話によるフィードバックを
行うことを通じて、こどもも教師も協働して学び続ける学校を真に実現すること

脱・経験と勘と気合い
教師の経験、勘及び気合い（３K）のみによる指導から脱し、暗黙知の共有化及び形式知への転
換並びに学習状況の可視化等を通じて、客観的な根拠を参照した政策及び実践を目指すこと

１

２

３

４

５
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61R5.6月 9月 10月 R6.2月 3月 4月 5月 R7.4月

学校提
案受付

クラウドファンディング等による資
金確保

※学校等の提案内容を公表
※ PR動画等による寄附促進
※令和6年3月定例会で基金へ積立

7月6月

※ 6月定例会(補正)で基
金を取り崩し事業化

以降も一般寄附により継続的に資金確保

R5提案事業の今後のスケジュール（現時点での想定であり、今後変更が有り得る）

設置目的

本市の学校を日本の教育改革のモデルとするという趣旨に基づき、

学校主体による夢のある学校改革や教育委員会による産官学連

携の下での教育改革を通じた未来の学びの実現に要する経費を寄

附等により確保し、年度を超えて機動的に運用
寄附金

寄附者 基金寄附金

運用益

事業化

CF
等

積
立

取
崩
し

※指定のない
寄附は有識
者による審
査に基づき
傾斜配分

※ データ等によ
る効果測定・
評価

各提案への
配分額決定

各提案事業化に
向けた予算要求

事業
実施

成果
報告

※進捗報告
のため資料
報告

広報戦
略検討

⁚必要に応じ、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、
市長が招集する「総合教育会議」の開催を検討

戸田市未来の学び応援基金の活用について

※高額寄附者に
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを検討

進捗
報告

成果
報告

R4提案事業の今後のスケジュール

事業実施 事業実施



新たな学び（次期学習指導要領）は、「働き方改革」なしでは実現できない
○業務や教育活動などを見直し精選する期間が、新学習指導要領の移行期間
○次期学習指導要領に向けた準備と教師の働き方改革は同時進行で進める

新たな学びに向けた授業改善を業務改善のトリガーに
○働き方改革ができなければ、新学習指導要領の求める授業改善はできない
○働き方改革の絶好のチャンスだか、働き方改革が失敗すれば、新たな学び

も次期学習指導要領の実現も難しくなる
○子供たちの健やかな育ちを真剣に考えればこそ、働き方改革を最優先に

ヒト教師にしかできない教育とは何か
○近い将来ヒト型のロボット教師が教壇に立つ時代が到来するかも知れない
○ロボット教師は、24時間365日働ける、心身のコンディションが一定、指

導の記録を大量かつ正確に保存できる
○ヒトがヒトに教えてもらうのが最良のアウトプットをもたらすかどうかは

わからない。公教育のサプライシステムの根幹だったヒト教師にしかでき
ない教育とは何か、が問われているのかもしれない

新たな学び（次期学習指導要領）と働き方改革 H28.12

62



在校等時間は、 5年前と比べ小・中学校とも約7割となってお
り、３０％程度の削減を達成
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中学校(6月)

攻めの学校経営（新たな教育活動を積極果敢に導入するなど）
を行っている学校ほど在校等時間の減少率が高い傾向にある

時間外在校等時間の推移
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○戸田市チーム学校運営委員会「3K（可視化、共有化、効率化）」の取組
○民間企業の社員を3ヶ月間、学校へ派遣
○学習指導要領の趣旨の実現と働き方改革の取組を車の両輪に
○学校における働き方改革に係る緊急提言（H29.8）の積極的な取組
○戸田市部活動の在り方に関するプロジェクト（ガイドラインの作成）
→100h超が目立っていたが、学校の自走もはじまり80h超が大幅に減少

時間外在校等時間の縮減に向けた取組の3ステージ

１ 市教育委員会主導による意識改革（80h超の解消）

２ 校長会ピアレビューと学校の創意工夫（市内全校への横展開）

３ 個に応じた教職員への支援

○学校行事の教育効果の再考など
→学校間格差が大幅に減少するとともに、80h超がさらに減少

○80h時間超の教職員を中心に管理職による面談を強化
○本人及び管理職に対して教育委員会事務局職員による面談

○小学校は80h超は０で、 45h超が各校数名 → 県内でトップクラス
○中学校は80h超が全体で数名、45h超が各校数名 → 県内でトップクラス
●いずれも、大会等の役員、全国大会出場の顧問など市外等の要素による
●教頭、主幹教諭、初任者など特定の職種への支援 64



○教育を取り巻く環境の改善には、教育委員会と首長部局との連携が不可欠
○市長及び教育委員から以下のような取組が考えられると発言
♦地域住民・市議会に対して「学校・教師が担う業務に係る３分類」について周知
♦人的・物的支援に係る予算措置を検討
♦保護者・地域住民からの要望等に対し市教委・首長部局含めチーム戸田市で対応

緊急提言を受けた自分事としての取組（令和5年9月～）

１ 総合教育会議

２ 校長会ピアレビュー

３ 学校運営協議会研修

○全校長が当事者意識を持ち、学校主体でできることや、一斉に取り組むべきこと等を検討
○短期（今すぐ）、中期（Ｒ6当初）、長期（3年以内）にできることを検討
○外部人材の活用及び専門家からのコンサルティングとフィードバック

○市教委主導で市内全小中学校の学校運営協議会委員・管理職の研修を実施
○緊急提言及び「学校・教師が担う業務に係る３分類」についての周知

→学校運営協議会が主体となってできることの検討
○学校運営協議会を主体として、学校の働き方改革を推進している事例の共有

４ その他

○市の広報誌に「3分類」について掲載し、市民へ啓発
○学校から保護者等に「3分類」等の啓発（学校だより、SNS、HPなど） 65



教育改革の３ステージ
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ステージ２
（伴走）

ステージ１
（独走）

ステージ３
（自走）

▲一部のリーダーが目立つ（多
くの関係者にとって他人事）

▲現場の姿は見えない（沈黙か
抵抗）

▲学びの変革はまだ「点」（施
策と実践のギャップ）

▲先進校はごくごく一部のみ

◎教育委員会がビジョン提示
◎新たな施策の創造
〇教育委員会が原材料・人財

の用意から料理まで行う

◎教育委員会が学校に伴走支援
〇施策のトライ＆アプローチ
〇教育委員会が原材料・人財を

用意し、料理は学校で

〇教育委員会の役割は、「逸
走や暴走を軌道修正する」
ことにフォーカス

〇時には学校が原材料・人財
の用意から行うことも

〇市役所や職員室でビジョ
ンに共感する者が出始める

〇現場の姿が見え始める
〇学びの変革が「点」から

「線」になる（持続可能性
には課題）

▲先進校はまだ一部

◎ビジョンが自分事として関
係者に腹落ち・浸透

◎現場が目立つようになる
◎学びの変革が「線」から「

面」になり、人事異動に依
存しない持続可能なものに

〇市内全校が先進校に



他人を変えるのではない。変化はまず自分から！

67

教育長が変わる

指導主事・職員が変わる

管理職が変わる

職員室が変わる

教室が変わる

子供が変わる

伝播

ギャップ
（反発）

ギャップ
（反発）

余計な口出
しばっかり…

言った通りに
なぜしない！

こっちの立場
も考えてよ…

心理的安全性

同僚性・知の共有

挑戦・失敗の許容

心理的安全性

同僚性・知の共有

挑戦・失敗の許容

伝播

何で変わら
ないんだ！
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